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Ｂ型・Ｃ型肝炎及びヒト免疫不全ウイルスに汚染された

血液等に接触した場合の療養補償の取扱いについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員災害補償基金広島県支部

　針刺し事故等により，以下のウイルスに汚染された血液等に汚染された血液等に接触し，感染が極めて高いと認められる場合には，発症する前であっても，検査及び経過観察等を妥当と認められる範囲で療養補償の対象と認め，公務上の災害として取り扱うこととしています。

この場合における療養の範囲は次のとおりです。

１　療養の範囲

	区　　分
	療養の範囲

	ＨＢｓ抗原陽性血液による汚染を受け，Ｂ型肝炎ウイルスに感染の危険性が極めて高いと認められる場合　
	１　医師が必要と認め実施した負傷部位への縫合，消毒，洗浄等の処置及び血液検査（※）
２　ＨＢｓ人免疫グロブリン製剤の注射

※療養補償の対象となる血液検査

 「ＨＢｓ人免疫グロブリン製剤投与後の一定期間（６か月）にお

ける月１回程度の抗体検査（Ｂ型肝炎ウイルスに対する抗原・抗体，

５項目以上７項目以下の生化学（Ⅰ），ＣＲＰ，末梢血液一般・像

のうち医師が認めた必要最小限のもの）の経過観察」を認めていま

す。

　　なお，被災職員がＨＢｓ抗体陽性であった場合の経過観察は療養

補償の対象とはなりません。

	ＨＢｓ及びＨＢｅ抗原陽性血液による汚染を受け，Ｂ型肝炎ウイルスに感染の危険性が極めて高いと認められる場合　


	１　医師が必要と認め実施した負傷部位への縫合，消毒，洗浄等の処置及び血液検査（※）
２　ＨＢｓ人免疫グロブリン製剤の注射に加えてＢ型肝炎ワクチンの摂種

※療養補償の対象となる血液検査

　　「ＨＢｓ人免疫グロブリン製剤等投与後の一定期間（６か月）に

　 おける月１回程度の抗原検査（Ｂ型肝炎ウイルスに対する抗原・抗

体，５項目以上７項目以下の生化学（Ⅰ），ＣＲＰ，末梢血液一般・像のうち医師が認めた必要最小限のもの）の経過観察」を認めています。

　　なお，被災職員がＨＢｓ及びＨＢｅ抗体陽性であった場合の経過

観察は療養補償の対象とはなりません。

	Ｃ型肝炎ウイルスに汚染された血液等に接触し，感染の危険性が極めて高いと認められる場合　
	１　医師が必要と認め実施した負傷部位への縫合，消毒，洗浄等の処置及び血液検査（※）

※療養補償の対象となる血液検査

 「受傷の後，ＨＣＶ抗体検査等の検査が行われた場合は，受傷後の

一定期間（６か月）における月１回程度の抗体検査等（Ｃ型肝炎ウ

イルスに対する抗原・抗体，５項目以上７項目以下の生化学（Ⅰ），

ＣＲＰ，末梢血液一般・像のうち医師が認めた必要最小限のもの）

の経過観察」を認めています。

※療養補償の対象とならない血液検査
　　ＨＣＶ核酸同定検査及びＨＣＶ核酸定量検査については，いずれもＣ型肝炎の治療方法の選択及び治療経過の観察に用いた場合のみに算定できるとしていることから，認定傷病名がＣ型肝炎感染の疑いの場合は，療養補償の対象となりません。

	ヒト免疫不全ウイルスに汚染された血液等に接触し，感染の危険性が極めて高いと認められる場合　


	１　医師が必要と認め実施した負傷部位への縫合，消毒，洗浄等の処置及び血液検査

２　受傷等の後ＨＩＶ感染の有無が確認されるまでの間に行われた抗ＨＩＶ薬の投与（感染の危険に対し有効であると認められる場合）
※療養補償の対象となる血液検査

「受傷の後，ＨＩＶ抗体検査等の検査が行われた場合は，受傷後の

一定期間（４か月）における月１回程度の抗体検査等（ＨＩＶに対

する抗原・抗体，５項目以上７項目以下の生化学（Ⅰ），

ＣＲＰ，末梢血液一般・像のうち医師が認めた必要最小限のもの）

の経過観察」を認めています。


　上記いずれの場合も受傷等以前から既にＢ型・Ｃ型肝炎及びヒト免疫不全ウイルスに感染してことが判明している場合や，受傷等の直後に行われた検査により当該受傷等前からＢ型・Ｃ型肝炎及びヒト免疫不全ウイルスに感染していたことが明らかとなった場合には，その後の検査は療養補償の対象となりません。

２　被災後一定期間（６か月又は４か月）経過時点での手続について
1 被災後一定期間（６か月又は４か月）経過時点での検査結果が陰性の場合

・　検査を継続する特別な理由がない場合は，別紙の「治ゆ（症状固定）報告書」を提出してください。

　　・　検査を継続して行う必要がある場合は，主治医にその特別な理由を証明してもらい，所属機関を経由して基金に提出してください。

2 被災後一定期間（６か月又は４か月）経過時点での検査結果が陽性の場合

　　　検査結果が陽性であった場合（公務上の負傷に起因する感染でないことが疑われる特段の事情がある場合は除きます。）には，一定期間（６か月又は４か月）経過以後に行われる検査及び発症後の治療についても，療養補償の対象として認められます。

	地方公務員災害補償基金広島県支部
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